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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
  素地鋼板の表面にＡｌを含む溶融めっき層が形成されるＨＰＦ成形部材において、前記
素地鋼板は、重量％で、Ｃ：０．１８～０．２５％、Ｓｉ：０．１～１．０％、Ｍｎ：０
．９～１．５％、Ｐ：０．０３％以下、Ｓ：０．０１％以下、Ａｌ：０．０１～０．０５
％、Ｃｒ：０．０５～０．５％、Ｔｉ：０．０１～０．０５％、Ｂ：０．００１～０．０
０５％、Ｎ：０．００９％以下、残部Ｆｅ及びその他の不純物を含み、
  前記溶融めっき層は、軟質の拡散層及び硬質の合金層からなり、
  前記合金層には、タウ相が、面積％で、１０～３０％の範囲で存在し、
  前記合金層は、その厚さが３５μｍ以下になるように、前記タウ相が、自体重量％で、
Ｓｉを１０％以上、Ｃｒを０．２％以上、残部Ｆｅ及びＡｌを含んで組成されることを特
徴とする、
　プレス成形時の耐パウダリング性に優れたＨＰＦ成形部材。
【請求項２】
  前記素地鋼板は冷延鋼板または熱延鋼板であることを特徴とする、請求項１に記載のプ
レス成形時の耐パウダリング性に優れたＨＰＦ成形部材。
【請求項３】
  前記タウ相は、自体重量％で、Ｓｉ：１０～１２％、Ｍｎ＋Ｃｒ：１．３～２．０％、
残部Ｆｅ及びＡｌを含んで組成されることを特徴とする、請求項１に記載のプレス成形時
の耐パウダリング性に優れたＨＰＦ成形部材。
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【請求項４】
  前記溶融めっき層において合金層と拡散層との厚さ比が１．５～３．０を満たすことを
特徴とする、請求項１に記載のプレス成形時の耐パウダリング性に優れたＨＰＦ成形部材
。
【請求項５】
  前記タウ相は、前記合金層と拡散層との境界及び前記合金層の内部に形成され、前記合
金層の内部に形成されるタウ相は、めっき層の厚さに対して垂直方向に５０％以上の区間
で互いに連結された帯状を成すことを特徴とする、請求項１に記載のプレス成形時の耐パ
ウダリング性に優れたＨＰＦ成形部材。
【請求項６】
  前記素地鋼板は、Ｍｏ＋Ｗ：０．００１～０．５％をさらに含むことを特徴とする、請
求項１に記載のプレス成形時の耐パウダリング性に優れたＨＰＦ成形部材。
【請求項７】
  前記素地鋼板は、Ｎｂ、Ｚｒ及びＶのうち１種以上を合計０．００１～０．４％の範囲
でさらに含むことを特徴とする、請求項１に記載のプレス成形時の耐パウダリング性に優
れたＨＰＦ成形部材。
【請求項８】
  前記素地鋼板は、Ｃｕ＋Ｎｉ：０．００５～２．０％をさらに含むことを特徴とする、
請求項１に記載のプレス成形時の耐パウダリング性に優れたＨＰＦ成形部材。
【請求項９】
  前記素地鋼板は、Ｓｂ、Ｓｎ及びＢｉのうち１種以上を０．０３％以下でさらに含むこ
とを特徴とする、請求項１に記載のプレス成形時の耐パウダリング性に優れたＨＰＦ成形
部材。
【請求項１０】
  重量％で、Ｃ：０．１８～０．２５％、Ｓｉ：０．１～１．０％、Ｍｎ：０．９～１．
５％、Ｐ：０．０３％以下、Ｓ：０．０１％以下、Ａｌ：０．０１～０．０５％、Ｃｒ：
０．０５～０．５％、Ｔｉ：０．０１～０．０５％、Ｂ：０．００１～０．００５％、Ｎ
：０．００９％以下、残部Ｆｅ及びその他の不純物を含む鋼板を設ける工程と、
  前記鋼板を５５０～８５０℃の温度で加熱した後、６４０～６８０℃で維持し、その組
成成分が、重量％で、Ｓｉ：９～１１％、Ｆｅ：３％未満、残部Ａｌ及びその他の不可避
不純物を含んで組成される溶融アルミニウムめっき浴に浸漬して溶融アルミニウムめっき
を行う工程と、
  前記溶融アルミニウムめっき鋼板を８８０～９３０℃の温度で加熱した後、一定時間維
持することにより、その表面の溶融アルミニウムめっき層を合金化する工程と、
  前記合金化した溶融アルミニウムめっき鋼板を熱間成形するとともに、３００℃以下の
温度範囲まで冷却することによりＨＰＦ成形品を製造する工程と、
を含み、
　前記合金化した溶融アルミニウムめっき層は、軟質の拡散層及び硬質の合金層からなり
、前記合金層には、タウ相が、面積％で、１０～３０％の範囲で存在し、前記タウ相が、
自体重量％で、Ｓｉを１０％以上、Ｃｒを０．２％以上、残部Ｆｅ及びＡｌを含んで組成
されることを特徴とする、
　プレス成形時の耐パウダリング性に優れたＨＰＦ成形部材の製造方法。
【請求項１１】
  前記タウ相は、自体重量％で、Ｓｉ：１０～１２％、Ｍｎ＋Ｃｒ：１．３～２．０％、
残部Ｆｅ及びＡｌを含んで組成されることを特徴とする、請求項１０に記載のプレス成形
時の耐パウダリング性に優れたＨＰＦ成形部材の製造方法。
【請求項１２】
  前記合金化溶融アルミニウムめっき層において合金層と拡散層との厚さ比が１．５～３
．０を満たすことを特徴とする、請求項１０に記載のプレス成形時の耐パウダリング性に
優れたＨＰＦ成形部材の製造方法。
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【請求項１３】
  前記鋼板は冷延鋼板または熱延鋼板であることを特徴とする、請求項１０に記載のプレ
ス成形時の耐パウダリング性に優れたＨＰＦ成形部材の製造方法。
【請求項１４】
  前記溶融アルミニウムめっき後、めっき層が凝固するまで１５℃／ｓ以上の平均冷却速
度で冷却することを特徴とする、請求項１０に記載のプレス成形時の耐パウダリング性に
優れたＨＰＦ成形部材の製造方法。
【請求項１５】
  前記合金化した溶融アルミニウムめっき鋼板を熱間成形するに先立って、７００～７８
０℃の温度範囲まで２０～１００℃／ｓの冷却速度で冷却する工程をさらに含む、請求項
１０に記載のプレス成形時の耐パウダリング性に優れたＨＰＦ成形部材の製造方法。
【請求項１６】
  前記鋼板は、Ｍｏ＋Ｗ：０．００１～０．５％をさらに含むことを特徴とする、請求項
１０に記載のプレス成形時の耐パウダリング性に優れたＨＰＦ成形部材の製造方法。
【請求項１７】
  前記鋼板は、Ｎｂ、Ｚｒ及びＶのうち１種以上を合計０．００１～０．４％の範囲でさ
らに含むことを特徴とする、請求項１０に記載のプレス成形時の耐パウダリング性に優れ
たＨＰＦ成形部材の製造方法。
【請求項１８】
  前記鋼板は、Ｃｕ＋Ｎｉ：０．００５～２．０％をさらに含むことを特徴とする、請求
項１０に記載のプレス成形時の耐パウダリング性に優れたＨＰＦ成形部材の製造方法。
【請求項１９】
  前記鋼板は、Ｓｂ、Ｓｎ及びＢｉのうち１種以上を０．０３％以下でさらに含むことを
特徴とする、請求項１０に記載のプレス成形時の耐パウダリング性に優れたＨＰＦ成形部
材の製造方法。
【請求項２０】
  重量％で、Ｃ：０．１８～０．２５％、Ｓｉ：０．１～１．０％、Ｍｎ：０．９～１．
５％、Ｐ：０．０３％以下、Ｓ：０．０１％以下、Ａｌ：０．０１～０．０５％、Ｃｒ：
０．０５～０．５％、Ｔｉ：０．０１～０．０５％、Ｂ：０．００１～０．００５％、Ｎ
：０．００９％以下、残部Ｆｅ及びその他の不純物を含む素地鋼板の表面に溶融アルミニ
ウムめっき層が形成された溶融アルミニウムめっき鋼板を設ける工程と、
  前記溶融アルミニウムめっき鋼板を８８０～９３０℃の温度で加熱した後、一定時間維
持することにより、その表面の溶融アルミニウムめっき層を合金化する工程と、
  前記合金化した溶融アルミニウムめっき鋼板を熱間成形するとともに、３００℃以下の
温度範囲まで冷却することによりＨＰＦ成形品を製造する工程と、
を含み、
　前記合金化した溶融アルミニウムめっき層は、軟質の拡散層及び硬質の合金層からなり
、前記合金層には、タウ相が、面積％で、１０～３０％の範囲で存在し、前記合金層は、
その厚さが３５μｍ以下になるように、前記タウ相が、自体重量％で、Ｓｉを１０％以上
、Ｃｒを０．２％以上、残部Ｆｅ及びＡｌを含んで組成されることを特徴とする、
　プレス成形時の耐パウダリング性に優れたＨＰＦ成形部材の製造方法。
【請求項２１】
  前記素地鋼板は冷延鋼板または熱延鋼板であることを特徴とする、請求項２０に記載の
プレス成形時の耐パウダリング性に優れたＨＰＦ成形部材の製造方法。
【請求項２２】
  前記タウ相は、自体重量％で、Ｓｉ：１０～１２％、Ｍｎ＋Ｃｒ：１．３～２．０％、
残部Ｆｅ及びＡｌを含んで組成されることを特徴とする、請求項２０に記載のプレス成形
時の耐パウダリング性に優れたＨＰＦ成形部材の製造方法。
【請求項２３】
  前記溶融アルミニウムめっき層において合金層と拡散層との厚さ比が１．５～３．０を
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満たすことを特徴とする、請求項２０に記載のプレス成形時の耐パウダリング性に優れた
ＨＰＦ成形部材の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、その表面にアルミニウムめっき層を有するＨＰＦ成形部材の製造に関するも
ので、より詳細には、プレス成形時にめっき層の破壊及びパウダリング化を最小化して、
プレス成形時の優れた耐パウダリング性を有するＨＰＦ成形部材及びその製造方法に関す
るものである。
【背景技術】
【０００２】
　アルミニウムめっきＨＰＦ（ＨＯＴ　ＰＲＥＳＳ　ＦＯＲＭＩＮＧ）用鋼板は、通常Ａ
ｌをベースとするめっき浴に焼入性の大きい鋼板を浸漬してめっき処理することにより製
造され、その表面にＡｌめっき層を有するめっき鋼板は、後続して熱間プレス処理され、
形状が複雑であり、強度が１３００ＭＰａ以上である自動車用部材の製造に広く用いられ
ている。
【０００３】
　ＨＰＦ熱処理の過程において、上記めっき層は、ＦｅＡｌ、またはＦｅ２Ａｌ５などか
らなる金属間化合物を含む合金化層を上層とし、８０～９５重量％のＦｅ（以下、鋼成分
はすべて重量％である）で構成された拡散層を下層とする構成を有するようになる。とこ
ろが、上記めっき層のうち上部の合金化層は、拡散層に比べて脆性を有するため、プレス
成形時にめっき層から脱落してプレス面に付着し、連続的なプレス成形を困難にするとい
う短所がある。
【０００４】
　即ち、Ａｌめっき材を通常９００～９３０℃の加熱炉で加熱してプレス成形を行うと表
面摩擦の激しい部位でめっき層の脱落が発生するようになる。その際、上記部位では合金
化層の全体または局所部位が脱落するようになり、脱落しためっき層がプレス金型の表面
に付着するという問題が発生するようになる。
【０００５】
　したがって、上述したような問題を克服し、優れたプレス成形性を有するＨＰＦ成形部
材の開発ニーズが存在する。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　したがって、本発明は、上述した限界を克服するためのもので、特に合金化層の厚さ及
びめっき層内のタウ相の分率並びにＳｉ、Ｃｒの含有量を最適化することにより、プレス
成形時にめっき層が脱落して金型の表面に付着することを最小化できるＨＰＦ成形部材を
提供することにその目的がある。
【０００７】
　また、本発明は、上記ＨＰＦ成形部材を製造する方法を提供することにその目的がある
。
【０００８】
　しかし、本発明が解決しようとする課題は以上で言及した課題に制限されず、言及され
ていない他の課題は以下の記載から当業者によって明確に理解され得る。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成するために、本発明は、素地鋼板の表面にＡｌを含む溶融めっき層が形
成されるＨＰＦ成形部材において、上記素地鋼板は、重量％で、Ｃ：０．１８～０．２５
％、Ｓｉ：０．１～１．０％、Ｍｎ：０．９～１．５％、Ｐ：０．０３％以下、Ｓ：０．
０１％以下、Ａｌ：０．０１～０．０５％、Ｃｒ：０．０５～０．５％、Ｔｉ：０．０１



(5) JP 6437635 B2 2018.12.12

10

20

30

40

50

～０．０５％、Ｂ：０．００１～０．００５％、Ｎ：０．００９％以下、残部Ｆｅ及びそ
の他の不純物を含み、上記溶融めっき層は、軟質の拡散層及び硬質の合金層からなり、上
記合金層には、タウ相が、面積％で、１０～３０％の範囲で存在し、上記合金層は、その
厚さが３５μｍ以下になるように、上記タウ相が、自体重量％で、Ｓｉを１０％以上、Ｃ
ｒを０．２％以上含んで組成されることを特徴とするプレス成形時の耐パウダリング性に
優れたＨＰＦ成形部材に関するものである。
【００１０】
　上記素地鋼板は冷延鋼板または熱延鋼板であることができる。
【００１１】
　上記タウ相は、自体重量％で、Ｓｉ：１０～１２％、Ｍｎ＋Ｃｒ：１．３～２．０％、
残部Ｆｅ及びＡｌを含んで組成されることが好ましい。
【００１２】
　上記溶融めっき層において合金層と拡散層との厚さ比が１．５～３．０を満たすことが
好ましい。
【００１３】
　上記タウ相は、上記合金層と拡散層の境界及び上記合金層の内部に形成され、上記合金
層の内部に形成されるタウ相は、めっき層の厚さに対して垂直方向に５０％以上の区間で
互いに連結された帯状を成すことが好ましい。
【００１４】
　上記素地鋼板は、Ｍｏ＋Ｗ：０．００１～０．５％をさらに含むことが好ましい。
【００１５】
　また、上記素地鋼板は、Ｎｂ、Ｚｒ及びＶのうち１種以上を合計０．００１～０．４％
の範囲でさらに含むことが好ましい。
【００１６】
　また、上記素地鋼板は、Ｃｕ＋Ｎｉを０．００５～２．０％の範囲でさらに含むことが
好ましい。
【００１７】
　さらに、上記素地鋼板は、Ｓｂ、Ｓｎ及びＢｉのうち１種以上を０．０３％以下でさら
に含むことが好ましい。
【００１８】
　また、本発明は、上記のような鋼組織成分を有する鋼板を設ける工程と、上記鋼板を５
５０～８５０℃の温度で加熱した後、６４０～６８０℃で維持され、その組成成分が、重
量％で、Ｓｉ：９～１１％、Ｆｅ：３％未満、残部Ａｌ及びその他の不可避不純物を含ん
で組成される溶融アルミニウムめっき浴に浸漬して溶融アルミニウムめっきを行う工程と
、上記溶融アルミニウムめっき鋼板を８８０～９３０℃の温度で加熱した後、一定時間維
持することにより、その表面の溶融アルミニウムめっき層を合金化する工程と、上記合金
化した溶融アルミニウムめっき鋼板を熱間成形するとともに、３００℃以下の温度範囲ま
で急冷することによりＨＰＦ成形品を製造する工程と、を含むことを特徴とするプレス成
形時の耐パウダリング性に優れたＨＰＦ成形部材の製造方法に関するものである。
【００１９】
　本発明では、上記溶融めっき後、めっき層が凝固するまで１５℃／ｓ以上の平均冷却速
度で冷却することが好ましい。
【００２０】
　また、本発明では、上記合金化した溶融アルミニウムめっき層は、軟質の拡散層及び硬
質の合金層からなり、上記合金層には、タウ相が、面積％で、１０～３０％の範囲で存在
し、上記合金層は、その厚さが３５μｍ以下になるように、上記タウ相が、自体重量％で
、Ｓｉを１０％以上、Ｃｒを０．２％以上含んで組成されることが好ましい。
【００２１】
　上記鋼板は冷延鋼板または熱延鋼板であることができる。
【００２２】
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　上記タウ相は、自体重量％で、Ｓｉ：１０～１２％、Ｍｎ＋Ｃｒ：１．３～２．０％、
残部Ｆｅ及びＡｌを含んで組成されることが好ましい。
【００２３】
　上記溶融アルミニウムめっき層において合金層と拡散層との厚さ比が１．５～３．０を
満たすことが好ましい。
【００２４】
　上記タウ相は、上記合金層と拡散層の境界及び上記合金層の内部に形成され、上記合金
層の内部に形成されるタウ相は、めっき層の厚さに対して垂直方向に５０％以上の区間で
互いに連結された帯状を成すことが好ましい。
【００２５】
　また、上記合金化した溶融アルミニウムめっき鋼板を熱間成形するに先立って、７００
～７８０℃の温度範囲まで冷却する工程をさらに含むことができる。
【００２６】
　その際、その冷却速度を２０～１００℃／ｓの範囲に制御することが好ましい。
【００２７】
　また、本発明は、上記のような鋼組成成分を有する素地鋼板の表面に溶融アルミニウム
めっき層が形成された溶融アルミニウムめっき鋼板を設ける工程と、上記溶融アルミニウ
ムめっき鋼板を８８０～９３０℃の温度で加熱した後、一定時間維持することにより、そ
の表面の溶融アルミニウムめっき層を合金化する工程と、上記合金化した溶融アルミニウ
ムめっき鋼板を熱間成形するとともに、３００℃以下の温度範囲まで急冷することにより
ＨＰＦ成形品を製造する工程と、を含むことを特徴とするプレス成形時の耐パウダリング
性に優れたＨＰＦ成形部材の製造方法に関するものである。
【００２８】
　また、本発明では、上記合金化した溶融アルミニウムめっき層は、軟質の拡散層及び硬
質の合金層からなり、上記合金層には、タウ相が、面積％で、１０～３０％の範囲で存在
し、上記合金層は、その厚さが３５μｍ以下になるように、上記タウ相が、自体重量％で
、Ｓｉを１０％以上、Ｃｒを０．２％以上含んで組成されることが好ましい。
【００２９】
　上記鋼板は冷延鋼板または熱延鋼板であることができる。
【００３０】
　上記タウ相は、自体重量％で、Ｓｉ：１０～１２％、Ｍｎ＋Ｃｒ：１．３～２．０％、
残部Ｆｅ及びＡｌを含んで組成されることが好ましい。
【００３１】
　上記溶融アルミニウムめっき層において合金層と拡散層との厚さ比が１．５～３．０を
満たすことが好ましい。
【発明の効果】
【００３２】
　上述したような構成の本発明は、溶融アルミニウムめっき層を成す合金化層の厚さ、め
っき層内のタウ相の分率及びタウ相の組成などを最適化することにより、プレス成形時に
めっき層が脱落して金型の表面に付着することを最小化できるＨＰＦ成形部材を効果的に
提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３３】
【図１】図１は、本発明の一実施例において熱間プレス後のめっき層の断面を示す組織写
真である。
【図２】図２は、比較例において熱間プレス後のめっき層の断面を示す組織写真である。
【発明を実施するための形態】
【００３４】
　以下、本発明を説明する。
【００３５】
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　一般に、溶融アルミニウムめっき鋼板をＨＰＦ熱処理すると、熱間プレス後にめっき層
が脱落してプレス金型の表面に付着するためプレス成形性を低下させるという問題がある
。本発明者らは、このような問題点を解決するために研究と実験を繰り返し行なった。そ
の結果、上記溶融アルミニウムめっき層において脆性を有する合金化層の厚さを可能な限
り減らす方案を模索した。さらに、上記合金化層の厚さが合金化層内のタウ相の面積分率
及び組成に密接に関連していることを確認した。
【００３６】
　詳細に説明すると、上記合金化層には、Ｆｅ２Ａｌ５相からなる脆性を有する基地に延
性を有するＦｅＡｌ相というタウ相が分布している。また、上記合金化層の下部には、素
地鋼板との界面に軟質層が形成されている。
【００３７】
　本発明者らは、上記合金化層を成すタウ相の組成成分（Ｓｉ、Ｃｒの含有量）が重要で
あり、特にタウ相が、その自体重量％で、Ｓｉを１０％以上、Ｃｒを０．２％以上含むと
き、上記全体の合金化層内のタウ相の分率が１０％以上を有するように分布するだけでな
く、合金化層の厚さが３５μｍ以内になるため、プレス成形時のめっき層の脱落現象を最
小化できることを確認し本発明を提示した。換言すると、ＨＰＦ熱処理後に、上記合金化
層内のタウ相の分率及びタウ相内のＳｉ、Ｃｒの含有量がめっき層のプレス成形性に影響
を及ぼすことを発見し本発明を提示した。
【００３８】
　以下、プレス成形時の耐パウダリング性に優れた本発明のＨＰＦ成形部材を説明する。
【００３９】
　本発明において、ＨＰＦ成形部材とは、素地鋼板の表面に溶融アルミニウムめっき層が
形成される溶融アルミニウムめっき鋼板を熱間成形して製造する成形部材のことである。
本発明における上記素地鋼板は、通常の冷間圧延された冷延鋼板を用いてもよいが、熱間
圧延された熱延鋼板を用いてもよい。
【００４０】
　本発明のＨＰＦ成形部材を成す素地鋼板は、重量％で、Ｃ：０．１８～０．２５％、Ｓ
ｉ：０．１～１．０％、Ｍｎ：０．９～１．５％、Ｐ：０．０３％以下、Ｓ：０．０１％
以下、Ａｌ：０．０１～０．０５％、Ｃｒ：０．０５～０．５％、Ｔｉ：０．０１～０．
０５％、Ｂ：０．００１～０．００５％、Ｎ：０．００９％以下、残部Ｆｅ及びその他の
不純物を含んで組成される。上記素地鋼板の鋼組成成分及びその制限理由を具体的に説明
すると、以下の通りである。
【００４１】
　Ｃ：０．１８～０．２５％
　上記Ｃは、マルテンサイトの強度を増加させる必須の元素である。Ｃの含有量が０．１
８％未満では、耐衝突特性を確保するための十分な強度を得ることが難しい。また、０．
２５％を超えて含有すると、スラブの衝撃靭性を低下させるだけでなく、ＨＰＦ成形部材
の溶接性が低下し得る。これを考慮して、本発明では、上記Ｃの含有量を０．１８～０．
２５重量％（以下、単に％という）に制限することが好ましい。
【００４２】
　Ｓｉ：０．１～１．０％
　上記Ｓｉは、ＨＰＦ後に、鋼材の材質均一化に効果的であるだけでなく、ＨＰＦ熱処理
の過程において、めっき層への拡散によってめっき層のタウ相の生成に寄与することがで
きる。Ｓｉの含有量が０．１％未満では、材質均一化及びめっき層への拡散に十分な効果
を達成できず、１．０％を超えると、焼鈍中の鋼板の表面に生成されるＳｉ酸化物が原因
で良好な溶融アルミニウムめっきの表面品質を確保することが困難な場合があるため１．
０％以下を添加する。
【００４３】
　Ｍｎ：０．９～１．５％
　上記Ｍｎは、Ｃｒ、Ｂなどと同様に、鋼の硬化能を確保するために添加される。Ｍｎの
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含有量が０．９％未満では、十分な硬化能を確保し難くベイナイトが生成される場合があ
るため、十分な強度を確保することが困難である。また、Ｍｎの含有量が１．５％を超え
ると、鋼板の製造コストが上昇するだけでなく、鋼材の内部にＭｎが偏析されることによ
って、ＨＰＦ成形部材の曲げ性を著しく低下させる可能性がある。これを考慮して、本発
明では、Ｍｎの含有量を０．９～１．５％の範囲に制限することが好ましい。
【００４４】
　Ｐ：０．０３％以下（０％は含まない）
　上記Ｐは、粒界偏析元素で、ＨＰＦ成形部材の多くの特性を阻害させる元素であるため
、可能であれば少なく添加されることが好ましい。Ｐの含有量が０．０３％を超えると、
成形部材の曲げ性、衝撃特性及び溶接性などが劣化するため、その上限を０．０３％に制
限することが好ましい。
【００４５】
　Ｓ：０．０１％以下（０％は含まない）
　上記Ｓは、鋼中に不純物として存在し、成形部材の曲げ性及び溶接性を阻害する元素で
あるため、可能であれば少なく添加されることが好ましい。Ｓの含有量が０．０１％を超
えると、成形部材の曲げ性及び溶接性などが悪くなるため、その上限を０．０１％に制限
することが好ましい。
【００４６】
　Ａｌ：０．０１～０．０５％
　上記Ａｌは、Ｓｉと同様に、製鋼における脱酸作用を目的に添加される。その目的を達
成するためにＡｌは０．０１％以上添加される必要がある。Ａｌの含有量が０．０５％を
超えると、その効果は飽和するだけでなく、めっき材の表面品質を悪くするため、その上
限を０．０５％に制限することが好ましい。
【００４７】
　Ｃｒ：０．０５～０．５％
　上記Ｃｒは、Ｍｎ、Ｂなどと同様に、鋼の硬化能を確保するために添加される。Ｃｒの
含有量が０．０５％未満では、十分な硬化能を確保することは困難であり、Ｃｒの含有量
が０．５％を超えると、硬化能は十分に確保可能であるが、その特性が飽和するだけでな
く、鋼材の製造コストが上昇しかねない。これを考慮して、本発明では、上記Ｃｒの含有
量を０．０５～０．５％の範囲に制限することが好ましい。
【００４８】
　Ｔｉ：０．０１～０．０５％
　上記Ｔｉは、鋼中の不純物として残存する窒素と結合しＴｉＮを生成させることにより
、硬化能の確保に必須の固溶Ｂを残留させるために添加される。Ｔｉの含有量が０．０１
％未満では、その効果を十分に期待することが困難であり、Ｔｉの含有量が０．０５％を
超えると、その特性が飽和する可能性があるだけでなく、鋼材の製造コストが上昇しかね
ない。これを考慮して、本発明では、上記Ｔｉの含有量を０．０１～０．０５％の範囲に
制限することが好ましい。
【００４９】
　Ｂ：０．００１～０．００５％
　上記Ｂは、Ｍｎ及びＣｒと同様に、ＨＰＦ成形部材において硬化能を確保するために添
加される。上記目的を達成するために、Ｂは０．００１％以上添加される必要がある。Ｂ
の含有量が０．００５％を超えると、その効果は飽和するだけでなく、熱間圧延性を著し
く低下させる。したがって、本発明では、上記Ｂの含有量を０．００１～０．００５％の
範囲に制限することが好ましい。
【００５０】
　Ｎ：０．００９％以下
　上記Ｎは、鋼中に不純物として存在し、可能であれば少なく添加されることが好ましい
。Ｎの含有量が０．００９％を超えると、鋼材の表面不良を引き起こしかねないため、そ
の上限を０．００９％に制限することが好ましい。
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【００５１】
　次に、本発明のＨＰＦ成形部材を成す素地鋼板は、以下の成分をさらに含有することが
より好ましい。
【００５２】
　Ｍｏ＋Ｗ：０．００１～０．５％
　上記ＭｏとＷは、硬化能及び析出強化元素で、高強度をさらに確保するという効果が大
きい。ＭｏとＷの添加量の合計が０．００１％未満では、十分な硬化能及び析出強化の効
果を得ることができず、０．５％を超えると、その効果が飽和するだけでなく、製造コス
トが上昇しかねない。したがって、本発明では、上記Ｍｏ＋Ｗの含有量を０．００１～０
．５％の範囲に制限することが好ましい。
【００５３】
　Ｎｂ、Ｚｒ及びＶのうち１種以上：合計０．００１～０．４％
　上記Ｎｂ、Ｚｒ及びＶは、鋼板の強度上昇、結晶粒微細化及び熱処理特性を向上させる
元素である。上記Ｎｂ、Ｚｒ及びＶのうち１種以上の含有量が０．００１％未満であると
上記のような効果を期待することは困難であり、その含有量が０．４％を超えると製造コ
ストが上昇しすぎるようになる。したがって、本発明では、このような元素の含有量を０
．００１～０．４％に制限することが好ましい。
【００５４】
　Ｃｕ＋Ｎｉ：０．００５～２．０％
　上記Ｃｕは、微細なＣｕ析出物を生成して強度を向上させる元素であり、上記Ｎｉは、
強度上昇及び熱処理性を向上させるのに有効な元素である。もし、上記成分の合計が０．
００５％未満であると、目的の強度を十分に得ることができず、２．０％を超えると、操
業性を低下させ、製造コストを上昇させかねない。これを考慮して、本発明では、Ｃｕ＋
Ｎｉ：０．００５～２．０％に制御することが好ましい。
【００５５】
　Ｓｂ、Ｓｎ及びＢｉのうち１種以上：０．０３％以下
　上記Ｓｂ、Ｓｎ、及びＢｉは、粒界偏析元素で、ＨＰＦ加熱時にめっき層と素地鉄の界
面に濃化し、めっき層の密着性を向上させることができる。めっき層の密着力を向上させ
ることにより、熱成形時のめっき層の脱落防止の一助とすることができる。Ｓｂ、Ｓｎ、
及びＢｉは、類似した特性を有するため、３つの元素を混合して用いることも可能である
。その際、１種以上の合計を０．０３％以下にすることが好ましい。これは、もし、上記
成分の合計が０．０３％を超えると、熱間成形時に素地鉄の脆性が悪化するおそれがある
ためである。
【００５６】
　本発明のＨＰＦ成形部材は、上述した鋼組成成分を有する素地鋼板の表面に形成された
溶融アルミニウムめっき層を有しており、このようなめっき層は、知られているように、
軟質の拡散層及び硬質の合金層からなる。また、上記合金化層は、脆性を有するＦｅ２Ａ
ｌ５の基地相、及び延性を有するタウ相（ＦｅＡｌ）を含んで構成される。その際、本発
明において、上記タウ相は、上記合金層と拡散層の境界及び上記合金層の内部に形成され
ており、上記合金層の内部に形成されるタウ相は、めっき層の厚さに対して垂直方向に５
０％以上の区間で互いに連結された帯状を成してもよい。
【００５７】
　本発明では、上記合金層にタウ相（ＦｅＡｌ）が、面積％で、１０～３０％の範囲で存
在することが好ましい。これは、もし、タウ相の面積率が１０％未満であると、めっき層
が機械的に脆弱であるため、プレス加工時にめっき層の脱落が多くなり、３０％を超える
と溶接性が悪くなる可能性があるためである。
【００５８】
　また、本発明では、上記タウ相が、自体重量％で、Ｓｉを１０％以上、Ｃｒを０．２％
以上含んで（残余成分は、Ａｌ及びＦｅである）組成されることが好ましい。上記タウ相
の組成成分を上記のように制御することにより、脆性を有する上記合金層の厚さを３５μ
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ｍ以下になるように制御できるだけでなく、タウ相の面積分率も制御することができる。
これにより、本発明が求めるプレス成形時の耐パウダリング性に優れたＨＰＦ成形部材を
提供することができる。
【００５９】
　より好ましくは、上記タウ相は、自体重量％で、Ｓｉ：１０～１２％、Ｍｎ＋Ｃｒ：１
．３～２．０％、残部Ａｌ及びＦｅを含んで組成されるようにすることである。
【００６０】
　また、本発明では、上記溶融アルミニウムめっき層において上記硬質の合金層と軟質の
拡散層との厚さ比が１．５～３．０を満たすことがより好ましい。
【００６１】
　上述したような素地鋼板の鋼組成成分とめっき層の構成により、本発明のＨＰＦ成形部
材は、熱間成形時のめっき層の脱落などの欠陥を防止することができ、耐パウダリング性
を改善することができる。
【００６２】
　次に、プレス成形時の耐パウダリング性に優れた本発明のＨＰＦ成形部材の製造方法に
ついて説明する。
【００６３】
　まず、本発明では、上述したような鋼組成成分を有する鋼板を設ける。本発明では、上
記鋼板として冷延鋼板を用いることができるだけでなく、熱延鋼板を用いることもできる
。
【００６４】
　具体的には、上記鋼板としてスケールが除去された熱延鋼板、または上記熱延板を冷延
した後に得られる冷延鋼板を用いることができる。その際、上記冷延鋼板としては、熱延
鋼板を冷延した後、７５０～８５０℃の還元性ガス雰囲気で焼鈍熱処理を行ったものも含
まれる。
【００６５】
　続いて、本発明では、上記鋼板を５５０～８５０℃の温度で加熱した後、６４０～６８
０℃で維持され、その組成成分が、重量％で、Ｓｉ：９～１１％、Ｆｅ：３％未満、残部
Ａｌ及びその他の不可避不純物を含んで組成される溶融アルミニウムめっき浴に浸漬して
溶融アルミニウムめっきを行う。
【００６６】
　即ち、溶融アルミニウムめっきのために、本発明では、上記鋼板を加熱炉に装入して加
熱する。その際、その加熱温度の範囲を５５０～８５０℃に制限することが好ましい。こ
れは、上記鋼板の加熱温度が５５０℃未満であると、めっき浴との温度差が過度に大きく
なるため、溶融めっき時のめっき浴の温度を冷却させ、めっきの品質が低下するおそれが
あり、８５０℃を超えると、高温による設備劣化が懸念されるためである。
【００６７】
　続いて、６４０～６８０℃で維持され、その組成成分が、重量％で、Ｓｉ：９～１１％
、Ｆｅ：３％未満、残部Ａｌ及びその他の不可避不純物を含んで組成される溶融アルミニ
ウムめっき浴に、上記加熱された鋼板を浸漬して溶融アルミニウムめっき処理を行う。こ
れは、もし、上記めっき浴の温度が６４０℃未満であると、めっき層の厚さ形成の均質化
が低下し、６８０℃を超えると、高温による浸食現象が原因でめっき浴のポート（ｐｏｒ
ｔ）が劣化するおそれがあるためである。
【００６８】
　一方、本発明では、上記溶融アルミニウムめっき浴の組成成分を、重量％で、Ｓｉ：９
～１１％、Ｆｅ：３％未満、残部Ａｌ及びその他の不可避不純物を含んで組成されること
が求められる。
【００６９】
　もし、Ｓｉの含有量が９％未満であると、めっき層の形成が不均一化するだけでなく、
ＨＰＦ加熱時にめっき層のタウ相の形成が不十分で、プレス時のめっき層の破損が懸念さ
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れ得る。これに対し、Ｓｉの含有量が１１％を超えると、めっき浴の溶解温度が上がり、
めっき浴の管理温度を上昇させなければならないという問題点がある。
【００７０】
　また、めっき浴中のＦｅは、めっきの過程で鋼板からめっき浴に溶解される。しかし、
めっき浴中のＦｅの含有量が３％以上であると、めっき浴にドロスというＦｅＡｌ化合物
の塊が形成されやすく、めっきの品質を阻害するため、３％未満に管理する必要がある。
【００７１】
　一方、溶融めっき後、凝固過程で凝固組織が決定されるが、その際の凝固組織は、ＨＰ
Ｆ加熱過程で合金化とタウ相の生成に重要な影響を及ぼすため、凝固速度を制御する必要
がある。凝固後のＡｌめっき層は、Ｈｖ７０～１００の範囲の硬度を有するＡｌ相とＨｖ
８００～１０００の硬度を有するＦｅＡｌＳｉの３元合金相が混在した組織を有するよう
になるが、この組織が不均一な場合、ＨＰＦ加熱過程でタウ相の生成が十分でなかったり
、連続性を有しなかったりするため、めっき層の脆化を抑制するのによくない。
【００７２】
　本発明者らの確認結果によると、溶融めっき後、めっき層が凝固するまでの冷却速度が
平均１５℃／ｓ以内である場合はめっき層の組織が不均一であるが、平均速度が平均１５
℃以上の場合はめっき層の中心部にＡｌ相以外にＦｅＡｌＳｉ合金相が存在しない領域が
平均５０μｍ以内で均一に制御される。局部的であっても、めっき層の中心部にＦｅＡｌ
Ｓｉの合金相が析出しないＡｌ相の領域が大きくなると、めっき層の強度不均一が発生す
る。この場合、熱間プレス前にめっき素材コイルを巻き戻したり切断作業をする際に、接
触ロールにめっき層が付着するなどの問題が発生し、作業に困難をもたらすこともある。
したがって、めっき層の中心部にＦｅＡｌＳｉ相が析出する領域の長さを平均５０μｍ以
内にするとともに、最大１００μｍを超えないようにすることが必要である。さらに好ま
しくは、平均３０μｍ以内が好ましく、最大５０μｍを超えないのが良い。
【００７３】
　このような冷却速度を確保するために、溶融めっき直後から凝固に至るまで水蒸気を用
いて急冷することが好ましい。これは、水蒸気の他に、金属片や液滴（ｌｉｑｕｉｄ　ｄ
ｒｏｐｌｅｔ）で直接めっき表面を冷却する場合、めっき組織の不均一性をもたらす可能
性があるためである。
【００７４】
　その際、本発明では、上記溶融アルミニウムめっきに形成されるめっき層の厚さを２５
～３５μｍ以内になるように制御することが好ましい。これは、溶融めっきの結果、めっ
き層の厚さが２５μｍ未満であると、めっき層による部材の保護が十分に行われず、３５
μｍ以上では、加熱後にめっき層の機械的物性が脆化し、めっき層にパウダリングが発生
する可能性があるためである。
【００７５】
　また、本発明では、上記溶融アルミニウムめっき鋼板を８８０～９３０℃の温度で加熱
した後、一定時間維持することにより、その表面に形成された溶融アルミニウムめっき層
を合金化する。本発明では、上記溶融めっき鋼板を少なくとも８８０℃以上で加熱するこ
とが必要である。これは、めっき鋼板の温度が８８０℃未満では、鋼組織のオーステナイ
ト均質化が低下する可能性があるためである。これに対し、鋼板の温度が９３０℃を超え
ると、めっき層が熱的劣化するおそれがある。
【００７６】
　このような加熱処理により、上記溶融アルミニウムめっき層は合金化する。即ち、軟質
の拡散層及び硬質の合金層からなる溶融アルミニウムめっき層を得ることができる。上記
合金層は、脆性を有するＦｅ２Ａｌ５の基地相、及び延性を有するタウ相（ＦｅＡｌ）を
含んで構成される。
【００７７】
　本発明では、上記合金層には、タウ相（ＦｅＡｌ）が、面積％で、１０～３０％の範囲
で存在することが好ましい。また、上記タウ相が、自体重量％で、Ｓｉを１０％以上、Ｃ
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ｒを０．２％以上含んで（残余成分は、Ａｌ及びＦｅである）組成されることが好ましく
、上記タウ相が、自体重量％で、Ｓｉ：１０～１２％、Ｍｎ＋Ｃｒ：１．３～２．０％、
残部Ａｌ及びＦｅを含んで組成されることがより好ましい。
【００７８】
　さらに、本発明では、上記合金化した溶融アルミニウムめっき層で上記硬質の合金層と
軟質の拡散層との厚さ比が１．５～３．０を満たすことがより好ましい。
【００７９】
　一方、本発明において、上記維持時間は１０分間を超えないように管理することが好ま
しい。
【００８０】
　続いて、本発明では、上記合金化した溶融めっき鋼板を熱間成形するとともに、３００
℃以下の温度範囲まで急冷させることでＨＰＦ成形品を製造する。即ち、合金化処理され
た鋼板は、内部が水冷されるプレス成形金型で成形処理され、鋼板の温度が３００℃以下
になった後、金型から加工部材を取り出すことでＨＰＦ加工を終了する。熱間プレス後、
鋼板の温度３００℃以上で成形部材を金型から取り出すと熱応力によって変形するおそれ
がある。
【００８１】
　また、本発明の一実施例によると、上記加熱された鋼板を、金型による熱間成形するに
先立って、上記加熱された鋼板を冷却する段階をさらに含むことができる。このような冷
却過程により、めっき層に応力が蓄積されないようにして、金型による成形時にめっき層
の亀裂を抑制するという効果があることを確認した。但し、本段階は、本発明の効果を最
大限にするためのものに過ぎず、必須的に行われる必要があるものではない。
【００８２】
　上記冷却時に、冷却速度は２０～１００℃／ｓであることが好ましい。もし、冷却速度
が２０℃／ｓ未満の場合は冷却効果を期待することができない。これに対し、１００℃／
ｓを超える場合は、過冷により熱間プレスによるマルテンサイト変態の効果が減少するお
それがある。
【００８３】
　上記冷却時に、冷却終了温度は７００～７８０℃であることが好ましい。もし、冷却終
了温度が７００℃未満の場合は、熱間プレスによるマルテンサイト変態の効果が減少する
おそれがある。これに対し、７８０℃を超える場合は、冷却によるめっき層の亀裂抑制効
果が減少するおそれがある。
【実施例】
【００８４】
　以下、実施例を通じて本発明をより具体的に説明する。
【００８５】
　まず、重量％で、Ｃ：０．２２７、Ｓｉ：０．２６、Ｍｎ：１．１８、Ｐ：０．０１４
、Ｓ：０．００２４、Ａｌ：０．０３５、Ｃｒ：０．１８３、Ｔｉ：０．０３４、Ｂ：０
．００２３、Ｎ：０．００４０の組成を有する厚さ１．４ｍｍの冷延鋼板を設けた後、上
記冷延鋼板の表面のオイル及び汚染物質を洗浄して除去した。
【００８６】
　上記冷延鋼板を７６０℃で加熱した後、６６０℃で維持されるめっき浴に浸漬して、鋼
板上に溶融アルミニウムめっき層を形成させた。その際、めっき浴中のＡｌ以外の成分で
は、Ｓｉの含有量が８～１１％に変わり、Ｆｅの含有量は１．７～２．５％の範囲内で評
価した。その後、溶融アルミニウムめっき層が形成されためっき鋼板を冷却した。その際
の冷却速度は、下記表１に記載の発明例１、発明例２、発明例３、比較例１及び比較例２
をそれぞれ１５℃／ｓ、３５℃／ｓ、４５℃／ｓ、１４℃／ｓ及び１２℃／ｓに制御した
。
【００８７】
　続いて、上記冷却されためっき鋼板を、下記表１のように、９００～９３０℃の加熱炉
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っき層から脱落した破片がもたらす欠陥が幅０．５ｍｍ以上でありその数が５つ以上にな
るまで連続作業を行った。
【００８８】
　下記表１は、プレス成形性の評価に用いられためっき鋼板の製造に用いられためっき浴
の組成及びめっき層の厚さや、熱処理後のタウ相の分率、組成の厚さなどを示しており、
さらに、連続操業が可能な回数を要約して示している。但し、金型の形状及び材質によっ
て連続操業回数の絶対値は変わり得る。本実施例では、合金層の構造と組成によって連続
操業回数の増減が確実に変わることが分かる。
【００８９】
【表１】

【００９０】
　上記表１に示されたように、合金層を成すタウ相の組成成分において、Ｓｉを１０％以
上、Ｃｒを０．２％以上含む発明例１～３の場合は、合金層の厚さがすべて３５μｍ以下
であり、さらに、連続操業回数も２５５以上と優れていることが分かる。
【００９１】
　一方、図１は本発明例１のめっき層の断面を示す写真である。図１に示されたように、
ＨＰＦ加工後のめっき層は合金層及び拡散層で構成され、タウ相は合金層内の色が濃い部
分として示されることが分かる。
【００９２】
　これに対して、合金層を成すタウ相の組成成分において、Ｓｉを１０％未満含有してい
る比較例１及び２は、合金層の厚さがすべて３５μｍを超え、さらに、連続操業回数も８
５以下と悪いことが分かる。図２は本比較例１のめっき層の断面を示す組織写真である。
【００９３】
　以上、実施例を参照して説明したが、当該技術分野の熟練した当業者は、添付の特許請
求の範囲に記載された本発明の思想及び領域から外れない範囲内で、本発明を多様に修正
及び変更できることを理解することができる。
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